
様式2

目的
本仕様書は、河川水、海水、事業場排水及び処分場排水中に含まれる総水銀を分析する
ための測定装置の購入に関し、必要な仕様を定めるものである。

品名 水銀分析装置  一式
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 (1) 水銀分析装置本体及びオートサンプラー
 (2) データ処理装置（パソコン本体及び制御・データ処理ソフト）
 (3) 運搬、設置、性能確認等
 (4) 製品保証、その他

項目 仕　　　　　　　様

（１）本装置は還元気化法による水銀分析装置であり、環境水中の総水銀の分析ができ
る装置一式であること。また、環境省告示第59号付表2に準拠していること。

（２）本装置における検出下限値（LOD）は0.1 μg/L、定量下限値（LOQ）は0.25 μ
g/Lを満たすこと。なお、納品時の性能確認においては、一般的な統計手法に基づき、
低濃度標準溶液を用いて7回以上の繰り返し測定で得られた標準偏差をσとした時、LOD
は3σ、LOQは10σで評価を行うこと。

（３）納品時の性能確認においては、5段階の標準溶液（0.1、0.25、0.5、1.0、2.0 μ

g/L）、または、それ以下の濃度の標準溶液を用いて、検量線の決定係数（r2）が0.999
以上を満たすこと。

（４）本装置ではメモリー効果対策として、高濃度試料測定後においても次試料の測定
に影響を与えない構造又は洗浄機構を有すること。

（５）本装置では、硫酸、硝酸、過マンガン酸カリウム等を用いた酸分解処理後の試料
を分析することが可能であること。

（６）異常動作が発生した場合に装置を停止する等の安全機能を有すること。

（７）本装置で総水銀を分析する際に必要な以下の機器等を付属すること。
　　　　① オートサンプラー
　　　　② 専用試験管：50本、予備（ディスポーザブルガラス試験管可）：150本
　　　　③ データ処理用パソコン　　④ 制御・データ処理ソフト
　　　　⑤ 接続に必要なケーブル類やチューブ類等
　　　　⑥ 測定に必要な試薬ビン、その他の標準付属品等

（８）オートサンプラーは、80検体（5 mL）以上の連続測定が可能であること。
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（１）データ処理用パソコンは、以下のスペックと同等以上の性能を有すること。
　　　　① 形状：ノート型又はデスクトップ型　　② OS：Windows11 Pro
　　　　③ CPU：Intel Core i3　　　　　 　     ④ メモリ：8 GB
　　　　⑤ HDD容量：SSD 256 GB
　　　　⑥ インターフェース：USBポート×4口
　　　　　　　　　　　　　 　CD-ROMドライブ（外付けCD-ROMドライブ可）
　なお、本装置を設置する予定の金属測定室にはネット環境がないため、ネット接続が
必要な場合は受注者側にて準備すること。

（２）制御・データ処理ソフトでは、①検量線作成、②濃度計算、③データ保存、④印
刷（PDFファイルを含む）又は出力（CSVファイルを含む）が可能であること。

（１）納品にあたっての運搬、据付、配線、調整および検査に要する経費はすべて受注
者の負担とすること。

（２）原則として電源は、AC100V、15Aの接地極付コンセント3箇所とする。ただし、こ
れを超える場合は、受注者の負担により必要な電源工事を行うこと。なお、既設装置の
処分等は発注者が行うものとする。

（３）本装置、データ処理用パソコン等は、幅1500mm×奥行750mmの実験台に設置可能
であること。

（４）納品時の性能確認においては、標準試料を用いた検出下限値等の確認、安定した
ブランク測定が可能であることの確認を行うこと。なお、性能確認の際に必要な標準溶
液、試薬（(1+1)硫酸、10%塩化スズ）、超純水等については、原則として発注者側にて
準備するものとする。

（５）納入時には、操作方法及び保守管理方法について必要な説明を行うこと。また、
取扱説明書は日本語版を提供（CD等による電子ファイル可）すること。

（１）納入時には、出荷前検査成績書等の証明書を添付すること。

（２）納入後の製品保証期間は1年間とし、その期間に通常使用による不具合が生じた
場合は無償で修理を行うこと。

（３）消耗品及び交換部品の供給体制が国内において確立されていること。故障又はト
ラブルが発生した際には、速やかに対応できる体制を有すること。

（４）当研究所と同等規模の研究機関への納入実績のある機種であること。ただし、新
製品にあっては、導入開始から入札日までの期間が浅い場合、前モデル機種に実績があ
ればよいものとする。

（５）本仕様書に記載されていない事項について疑義が生じた場合は、県担当職員と協
議して定めること。

（６）本装置は環境水分析において当研究所の通常の試験条件下で安定した測定が可能
であること。また、納入後に測定上の支障が認められた場合は、受注者は協議の上、必
要な調整又は対応を行うこと。

納品
場所

沖縄県衛生環境研究所　環境科学班　水環境グループ　金属測定室

納入
期限

  令和９年２月26日（金）
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